
サービス費用のめやすに加算される金額 （自己負担が1割の場合）

1 回あたり

1 月あたり

緊急時訪問介護加算

初回加算

○訪問介護

●食事や入浴、排せつの介助
●衣類の着脱や体位変換
●洗髪、つめ切り、身体の清拭
●通院の付添い
など

●生活上の不安や介護に関する相談
など

○生活援助は利用者が自分で家事をするのが難しく、家族や地域からの支援が受けられない場合などに利用できます。
○本人の日常生活の援助の範囲を超える場合は、介護給付の対象とはなりません。
例：①「直接本人の援助」に該当しない行為、例えば、家族の分の洗濯・調理・買い物・部屋の掃除、来客の応接、自

家用車の洗車など
　②「日常生活の援助」に該当しない行為、例えば、庭の草むしり、ペットの世話、大掃除、窓ガラス磨き、家屋の

修理、ペンキ塗り、園芸、正月等のために特別手間をかけて行う調理など。

●通院などの際の、乗車・降車の介助お
　よび乗車前・降車後の移動の介助

★要支援の人は利用できません。また、移送
　にかかる費用は別途自己負担があります。

●食事の用意、衣類の洗濯や補修、掃除、買い物
など

身体介護

相談や助言 通院時の乗車・
降車等の介助

生活援助

★ この他に事業所の職員の体制や重度要介護者への対応状況などによる「特定事業所加算」や「介護職員
　 処遇改善加算」などが加算される場合があります。

利用者・家族等からの要請を受けて、サービス
提供責任者が必要に応じて当初のケアプランに
ないサービス提供を行った場合

初めて利用する場合であって、サービス提供責
任者が同行してサービス提供した場合

★早朝、夜間、深夜などは加算があります。

要支援の人は利用できません。

要介護
1～5

● 在宅サービス（訪問系）

訪問介護（ホームヘルプ）

～自己負担のめやす～

内　容

身体介護

生活援助

通院時の乗車・降車等介助

20 分未満

20分以上30分未満

30分以上1時間未満

1時間以上1時間30分未満

以降 30 分ごとに 84 円

20分以上45分未満

45 分以上

1回につき

167 円

250 円

396 円

597 円

183 円

225 円

99 円

自己負担が
1 割の場合

　自宅に、介護福祉士やホームヘルパーなどの訪問介護員が訪問し、入浴、排泄、食事の介
護など日常生活上の援助を行います。
　「身体介護型」と「生活援助型」の2種類のサービスが利用できます。
　通院などを目的とした、乗降介助（介護タクシー）も利用できます。
※要支援認定者の方は、市が行う総合事業サービスで提供されます。（68ページ～71ページ）
　サービス提供事業所は60～63ページ参照

○訪問介護（１回あたり）

訪 問 介 護

100 円

200 円

　要支援認定者、事業対象者の方は、介護予防・日常生活支援総合事業（68 ページ～71 ページ）をご覧
ください。
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　疾患などを抱えている人について、医師の指示に基づき
看護師が居宅を訪問して、療養上の世話や、診察の補助を
行います。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス（訪問系）

訪問看護
訪問看護介護予防訪問看護

●血圧や脈拍など病状
　のチェック

●食事や入浴、排せつ
　の介助

●床ずれの予防や処置 ●経管栄養のチューブや
　尿の管、在宅酸素療法
　に使う機器などの管理
　や医療処置

●機能訓練 ●ターミナルケア
 （終末期医療）

～自己負担のめやす～
○介護予防訪問看護（１回あたり）

内　容

訪問看護
ステーション
から

20 分未満

30 分未満

30 分以上
1 時間未満
1 時間以上
1 時間 30 分未満

20 分未満

30 分未満

30 分以上
1 時間未満
1 時間以上
1 時間 30 分未満

302 円

450 円

792 円

1,087 円

283 円

255 円

381 円

552 円

812 円

313 円

470 円

821 円

1,125 円

293 円

265 円

398 円

573 円

842 円

病院または
診療所から

自己負担が
1 割の場合

○訪問看護（１回あたり）
内　容

訪問看護
ステーション
から

20 分未満

30 分未満

30 分以上
1 時間未満
1 時間以上
1 時間 30 分未満

20 分未満

30 分未満

30 分以上
1 時間未満
1 時間以上
1 時間 30 分未満

病院または
診療所から

理学療法士等による訪問 理学療法士等による訪問

自己負担が
1 割の場合

★早朝、夜間、深夜などは加算があります。

自己負担のめやすに加算される金額 （自己負担が1割の場合）

1 月あたり

死亡月につき

574 円

315 円

500 円

250 円

2,000 円

指定訪問看護ステーション

医療機関

特別管理加算（Ⅰ）

特別管理加算（Ⅱ）

ターミナルケア加算（介護予防含まず）

特別管理加算

ターミナルケア加算

緊急時訪問看護加算

○訪問看護

★ この他に事業所の職員の体制（勤続年数など）による「サービス提供体制強化加算」や「介護職員処遇
　 改善加算」などが加算される場合があります。
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●機能回復のための訓練、作業補装具の
利用による機能訓練（作業療法）

●マッサージ、運動、入浴などによる機能
訓練（理学療法）

など

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス（訪問系）

　通院が困難で、病状が落ち着いて在宅で療養できるようになった人に、医師の指示に
より、理学療法士（PT）などが自宅に訪問し、筋力などの維持回復や日常生活の自立を助
けるために必要なリハビリテーションのサービスを受けられます。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

訪問リハビリテーション
介護予防訪問
リハビリテーション

訪問
リハビリテーション

～自己負担のめやす～
○介護予防訪問リハビリテーション（1回あたり） ○訪問リハビリテーション（1回あたり）

自己負担のめやすに加算される金額 （自己負担が1割の場合）

リハビリテーションマネジメント加算

1 日あたり200 円退院（所）日または認定日から1月超3月以内

(A)イ　180円/月
(A)ロ　213円/月
(B)イ　450円/月
(B)ロ　483円/月

短期集中リハビリテーション実施加算

○訪問リハビリテーション

内　容

307 円

自己負担が
1 割の場合内　容

307 円

自己負担が
1 割の場合

★ この他に事業所の職員の体制（勤続年数など）による「サービス提供体制強化加算」や「社会参加支援
　 加算」などが加算される場合があります。

～主なサービス内容～

訪問リハビリテーション 訪問リハビリテーション

全身入浴 全身入浴

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス（訪問系）

　居宅に浴室がない場合や、感染症など
の理由からその他の施設における浴室
の利用が困難な場合などに、訪問による
入浴介護が提供されます。

訪問入浴介護

～自己負担のめやす～
○介護予防訪問入浴介護（1回あたり）

内　容

852 円

自己負担が 1 割の場合 内　容

1,260 円

自己負担が 1 割の場合

　介護専用浴槽を自宅に運び、入浴サ
ービスを利用できます。看護師や介護福
祉士なども同行します。

○訪問入浴介護（1回あたり）

介護予防
訪問入浴介護 訪問入浴介護

サービス費用のめやすに加算される金額 
○訪問入浴
★ 事業所の職員の体制（資格保有者の割合など）による「サービス提供体制強化加算」や「介護職員処遇
　 改善加算」などが加算される場合があります。

サービス提供事業所は60～63ページ参照
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　デイサービスに通い、自宅で、できるだけ自立した日常生活ができるように、生活機能
の維持または向上を目指します。
要支援認定者の方は、市が行う総合事業サービスで、提供されます。（68ページ～71ページ）
サービス提供事業所は60～63ページ参照

● 在宅サービス（通所系）

通所介護（デイサービス）

●看護師などによる健康チェックや日常動作訓練
●入浴や食事の提供
 　★食費については自己負担となります。

●レクリエーションなど高齢者同士の交流

～主なサービス内容～

～自己負担のめやす～
○7 時間以上 8 時間未満のサービスの金額（自己負担 1 割の場合）

★ この他に事業所の職員の体制（資格保有者の割合や勤続年数など）による「サービス提供体制強化加算」
　 や 「介護職員処遇改善加算」などが加算される場合があります。

食費 日常生活費など

＋

要介護
1～5 通 所 介 護

要介護度

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

１日あたり基本料金
通常規模
の事業所

655 円

773 円

896 円

1,018 円

1,142 円

加算の項目

入浴介助加算

個別機能訓練加算

認知症加算 

若年性認知症受入加算

栄養改善加算

口腔機能向上加算

加算金額

40 円

55 円

56 円

85 円

20 円

60 円

60 円

200 円

150 円

160 円

Ⅰ

Ⅱ

（Ⅰ）イ

（Ⅰ）ロ

（Ⅱ）

Ⅰ

Ⅱ

概要

1日あたり

1月あたり

1日あたり

・１回あたり

・月 2 回を限度

利用により加算される金額

　通院または通所が困難な場合、医師または歯科医師の指示に基づき薬剤師などが
自宅を訪問し、療養上の管理や指導が受けられます。
　なお、診療や投薬・検査・処置などを受けた場合には、別途医療の費用がかかります。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス（訪問系）

居宅療養管理指導
居宅療養管理指導介護予防

居宅療養管理指導

～自己負担のめやす～
○介護予防居宅療養管理指導／居宅療養管理指導（１回あたり）

職種

歯科医師が行う場合

医師が行う場合

薬剤師が行う場合
病院又は診療所

薬局

管理栄養士が行う場合

歯科衛生士が行う場合

486 円

486 円

416 円

378 円

486 円

325 円

514 円

516 円

565 円

517 円

544 円

361 円

－

－

－

－

適用
（利用限度回数は1月に 2 回）

自己負担が 1割の場合

同一建物居住者であって通院が
困難な利用者（2人以上9人以下）

単一建物居住者であって
在宅の利用者
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住みなれた地域でいつまでも生活できるよう、利用者のニーズにきめ細かく対応するために設置されたサービス
です。
牧之原市が事業所の指定や監督を行い、利用者は牧之原市の住民に限定されます。

（原則として、他の市町村の地域密着型サービスは利用できません）

～自己負担のめやす～
　（７時間以上８時間未満）

食費 日常生活費など

＋

● 在宅サービス（通所系）／地域密着型サービス

加算される金額
 （自己負担が 1 割の場合）

※地域密着型サービスとは

● 在宅サービス（通所系）／地域密着型サービス※

要介護
1～5 地域密着型通所介護

40 円

55 円

56 円

85 円

20 円

60 円

60 円

200 円

150 円

160 円

Ⅰ

Ⅱ

（Ⅰ）イ

（Ⅰ）ロ

（Ⅱ）

Ⅰ

Ⅱ

入浴介助加算

個別機能訓練加算

認知症加算 

若年性認知症受入加算

栄養改善加算

口腔機能向上加算

1 日あたり

1 月あたり

1 日あたり

・１回あたり

・月 2 回を限度

○介護予防認知症対応型通所介護（1日あたり）

859 円

959 円

要支援１

要支援２

要介護度 自己負担が 1 割の場合

992 円

1,100 円

1,208 円

1,316 円

1,424 円

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

要介護度 自己負担が 1 割の場合

○認知症対応型通所介護（1日あたり）

★専任の機能訓練指導員による「個別機能訓練加算」や
口腔機能の向上を目的とする「口腔機能向上加算」、事
業所の職員の体制（資格保有者の割合や勤続年数な
ど）による「サービス提供体制強化加算」などが加算
される場合があります。

認知症の人を対象に専門的なケアを提供する通所介護です。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

介護予防認知症
対応型通所介護

認知症対応型
通所介護

～自己負担のめやす（７時間以上８時間未満）～

食費 日常生活費など

＋
750 円

887 円

1,028 円

1,168 円

1,308 円

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

要介護度 自己負担が 1 割の場合

○地域密着型通所介護（1日あたり）

★この他に事業所の職員の体制（資格保有者の割合や勤続
年数など）による「サービス提供体制強化加算」や「介護
職員処遇改善加算」などが加算される場合があります。

　利用定員が少人数（18人以下）で生活圏域に密着した通所介護です。
　デイサービスに通い、自宅で自立した日常生活ができるように、生活機能の維持また
は向上を目指します。 
　サービス提供事業所は60～63ページ参照
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要支援
1・2

● 在宅サービス（通所系）

　医師の指示に基づき、老人保健施設や
医療機関などで、食事などの日常生活上
の支援や生活機能向上のための支援、リ
ハビリテーションを行うほか、その人の目
的に合わせた選択的なサービス（運動器
の機能向上、栄養改善、口腔機能の向
上）を提供します。

通所リハビリテーション
（デイケア）

●医師の指示に基づく理学療法士、作業療法士などによる機能訓練
●食事の提供や入浴の介助
　★食費については別途自己負担があります。
●レクリエーションなど高齢者同士の交流

～主なサービス内容～

こうくう

　医師の指示に基づき、老人保健施設や
医療機関などで、食事、入浴などの日常
生活上の支援や生活機能向上のためのリ
ハビリテーションを、日帰りで行います。

介護予防通所
リハビリテーション

通所
リハビリテーション

要介護
1～5

～自己負担のめやす～
○介護予防通所リハビリテーション（1月あたり）

内　容

（共通的サービス）
★送迎、入浴を含む

要支援１

要支援２

運動器機能向上

栄養改善

口腔機能向上

2,053 円

3,999 円

225 円

200 円

150 円又は 160 円

（選択的サービス）

要介護度 自己負担が
1 割の場合 内　容

通常規模型

７時間以上
８時間未満

★送迎を含む

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

757 円

897 円

1,039 円

1,206 円

1,369 円

要介護度 自己負担が
1 割の場合

○通所リハビリテーション（1日あたり）

こう くう

自己負担のめやすに加算される金額 （自己負担が1割の場合）

１日あたり  
 

 

1 月あたり 

１日あたり 

 

・１日あたり
・週 2 日を限度 

・１回あたり
・月 2 回を限度 

・１回あたり
・月 2 回を限度

30 円

40 円

60 円

110 円

240 円

1920 円

60 円

200 円

150 円

160 円

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

理学療法士等体制強化加算

入浴介助加算

短期集中個別リハビリ加算     

認知症短期集中リハビリ加算

若年性認知症受入加算

栄養改善加算

口腔機能向上加算

○通所リハビリテーション

★ この他に事業所の職員の体制（資格保有者の割合や勤続年数など）による「サービス提供体制加算」や
　 「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」などが加算される場合があります。

食費 日常生活費など

＋

サービス提供事業所は60～63ページ参照
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●食事※、入浴、排せつの介助
●看護師などによる機能訓練

●理学療法士などによる機能訓練
●医師の診療（短期入所療養介護の場合）

※食費、滞在費については別途
自己負担があります。

ショートステイ
を利用するとき
の注意点

●連続して利用できる日数は30日までです。
●連続して30日を超えない日数であっても、通算の利用

日数が要介護認定等の有効期間のおおむね半数を超え
ないことをめやすとしています。

　特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）などに短期間入所して、入浴、
排泄、食事の介護などの日常生活上の世話や機能訓練が受けられます。
　ただし、宿泊費、食費、日常生活費などは自己負担になります。
　療養介護を利用する場合は、医師の指示に基づき提供されます。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス（宿泊系）

ショートステイ
介護予防短期入所
生活介護/介護予防
短期入所療養介護

短期入所生活介護/
短期入所療養介護

（短期入所生活介護）
（短期入所療養介護）

要介護度
要支援1
要支援2

～サービス費用のめやす～（自己負担が 1 割の場合）
○介護予防短期入所生活介護（併設型の場合）

利用料（１日あたり）
多床室
446円
555円

従来型個室
446円
555円

ユニット型個室
523円
649 円

○介護予防短期入所療養介護

自己負担のめやすに加算される金額 （自己負担が1割の場合）
○短期入所生活介護

○短期入所療養介護

片道あたり

1日あたり

1日あたり

1回あたり

200 円

120 円

184 円

8 円

518 円

個別リハビリテーション加算

認知症行動・心理症状緊急対応加算（7日間限度）

送迎を行う場合

療養食加算（1日につき3回限度）

病状が急変した場合の処置（月3日限度）

片道あたり

1 日あたり

1 日あたり

200 円

120 円

184 円

8 円

413 円～425 円

認知症行動・心理症状緊急対応加算（7日間限度）

若年性認知症利用者受入加算

送迎を行う場合

療養食加算

利用していた訪問看護事業所に健康上の管理等を行わせた場合

★ この他に事業所が機能訓練指導員を配置している場合の「機能訓練体制加算」や常勤の看護師を配置している「看
護体制加算」、職員の体制（資格保有者の割合や勤続年数など）による「サービス提供体制強化加算」などが加
算される場合があります。

食費

部屋代

＋ ＋ ＋

日常生活費、理美容代など

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋
食費

部屋代

＋ ＋ ＋

日常生活費、理美容代など

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

要介護度
要支援1
要支援2

利用料（１日あたり）
多床室
610 円
768円

従来型個室
580 円
721円

ユニット型個室
621円
782円

要介護度
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

◇オムツ代は介護保険に含まれます。
※食費・部屋代は国が示す標準的な金額です。具体的な料金は各施設にお問い合わせください。
※収入の少ない方には、食費や部屋代が軽減される制度があります。（24ページ～）

～自己負担のめやす～（自己負担が 1 割の場合）
○短期入所生活介護（併設型の場合）

利用料（１日あたり）
多床室
596円
665円
737円
806円
874 円

従来型個室
596円
665円
737円
806円
874 円

ユニット型個室
696円
764 円
838円
908円
976円

食費

部屋代

＋ ＋ ＋

日常生活費、理美容代など

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

要介護度
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

○短期入所療養介護
利用料（１日あたり）
多床室
827円
876円
939 円
991円

1,045円

従来型個室
752円
799 円
861円
914 円
966円

ユニット型個室
833円
879 円
943円
997円
1,049 円

食費

部屋代

＋ ＋ ＋

日常生活費、理美容代など

＋ ＋ ＋

＋ ＋ ＋

★ この他に若年性認知症の利用者に対する「若年性認知症利用者受入加算」や夜勤職員を基準より多く配置している
場合の「夜勤職員配置加算」、職員の体制（資格保有者の割合や勤続年数など）による「サービス提供体制強化加算」
などが加算される場合があります。
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○介護予防小規模多機能型居宅介護

3,438 円

6,948 円

要支援 1

要支援２

要介護度 自己負担が 1 割の場合

10,423 円

15,318 円

22,283 円

24,593 円

27,117 円

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

要介護度 自己負担が 1 割の場合

○小規模多機能型居宅介護

★介護または注意を必要とする利用者に対する「認知症
加算」や事業所の職員の体制（資格保有者の割合や勤
続年数など）による「サービス提供体制強化加算」な
どが加算される場合があります。

利用者が住み慣れた地域で可能な限り自立した生活を送ることができるように、
通いを中心として、希望に応じて宿泊や自宅訪問のサービスを組み合わせて日常
生活上の支援や機能訓練を行います。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

～自己負担のめやす（1月あたり）～

介護予防小規模
多機能型居宅介護

小規模多機能型
居宅介護

食  費 宿泊費 日常生活費 など

＋

● 在宅サービス（訪問・通い・泊まり）／地域密着型サービス

★ケアマネジャーは、小規模多機能型居宅介護支援事業所の担当に変わります。

○介護予防認知症対応型共同生活介護
　（グループホーム）

22,800 円要支援２

要介護度 自己負担が 1 割の場合

22,920 円

24,000 円

24,690 円

25,200 円

25,740 円

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

要介護度 自己負担が 1 割の場合

○認知症対応型共同生活介護
　（グループホーム）

★若年性認知症の利用者に対する「若年性認知症利用者
受入加算」や事業所の職員の体制（資格保有者の割合
や勤続年数など）による「サービス提供体制強化加
算」などが加算される場合があります。

　認知症高齢者が介護スタッフによる食事、入浴、排せつを受けながら、共同生活す
る住宅です。

要支援
2

要介護
1～5

～自己負担のめやす（30 日あたり）～

介護予防認知症
対応型共同生活介護

（グループホーム）

認知症対応型共同
生活介護

（グループホーム）
※要支援１の人は利用できません。

★ショートステイが利用できる場合もあります（費用は異なります）。
　サービス提供事業所は60～63ページ参照

● 在宅サービス（居住系）／地域密着型サービス

食費 部屋代、管理費、水光熱費など 日常生活費、オムツ代、理美容代など

＋

利用者

利用者の状態・希望により

訪　問

宿　泊

通　い

事業所
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福祉用具貸与の対象品目

　日常生活の自立を助けるための福祉用具を貸与します。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス

福祉用具貸与
福祉用具貸与介護予防

福祉用具貸与

●車いす
●車いす付属品

●特殊寝台
●特殊寝台付属品
●床ずれ防止用具

●手すり
●スロープ
●歩行器
●歩行補助つえ

●認知症老人徘徊感知機器
　「離床センサー」など

●体位変換器
　「起きあがり補助装置」など
●自動排泄処理装置

●移動用リフト
　（つり具の部分を除く）
　「階段移動用リフト」など

～サービス費用～
○介護予防福祉用具貸与／福祉用具貸与

内　容

福祉用具のレンタル 対象品目によって異なります

サービス費用（自己負担は1割から3割）

要介護度

要支援1・2

要介護1～5

・歩行器
・歩行補助つえ
・手すり（工事をともなわないもの）
・スロープ（工事をともなわないもの）

要介護 2以上

・特殊寝台
・特殊寝台付属品
・床ずれ防止用具
・体位変換器
・車いす
・車いす付属品
・認知症老人徘徊感知機器
・移動用リフト（つり具の部分を除く）

・自動排泄処理装置

対象品目

※福祉用具を貸与する場合は、利用者の状態に応じた福祉用具の選定やケアマネジャーとの連携
を強化するため、利用者ごとに個別サービス計画の作成が義務付けられています。
※福祉用具貸与について、平成30年10月から商品ごとの全国平均貸与価格の公表や、貸与価格
の上限設定がされています。

※保険給付の対象となる用具は、要支援・要介護度によって異なります。
　ただし必要と認められる場合は、例外的に対象となります。

要介護 4・5の人のみ
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介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給について

購入するお店を確かめましょう。
県の指定を受けたお店で購入しましょう。
指定を受けていないお店で購入した場合は、給付を
受けられませんので注意してください。

次の書類を介護保険担当窓口へ提出してください。
詳細については、ケアマネジャーまたは介護保険担当窓口にご確認ください。

⑴ 申請書

⑵ 添付書類
① 領収書
　 複数の福祉用具を購入した場合は、用具ごとに購入費がわかるようにしてください。
② 福祉用具のパンフレット等
　 商品名、製造事業者及び販売事業者名がわかるようにしてください。
③ 介護支援専門員等の作成した居宅サービス計画書又は介護予防サービス計画書の写し
④ 販売事業者が交付する販売証明書（申請書に証明がある場合は不要）

⑶ その他
〇委任状（申請書の裏面に記載。）
　支給される購入費を被保険者以外の預（貯）金口座に振り込む場合に必要です。
〇医学的な所見が確認できるもの
　排泄予測支援機器を購入する場合に必要です。

▶ 支給方法
　被保険者（被保険者の委任を受けた者を含む。）の預（貯）金口座に振り込みます。

▶ 時　　期
　月末に申請書の受付を締め切り、翌月申請内容を審査の結果、承認されれば翌々月
に購入費の支給を行います。
　ただし、書類の不備などにより支給が遅くなる場合もあります。

　福祉用具購入費の支給限度額（10万円）は、毎年４月からの１年間で管理されます。
また、この期間における同一種目の福祉用具の購入は、原則的にはできません。
　しかし、同一種目でも用途及び機能の異なるもの、破損した場合等では取り扱いが異
なりますのでケアマネジャーにご確認ください。

★ 福祉用具を購入するときは、介護支援専門員（ケアマネジャー）等
　 とよく相談してから購入しましょう。

申請に必要なもの

腰掛便座 入浴補助用具

排泄予測支援機器

●和式便器の上に置いて腰掛け式に変え
　るもの
●洋式便器の上に置いて高さを補うもの
●移動可能（居室にて使用できる）なもの

自動排泄
処理装置の
交換可能
部品

尿や便を自動的に吸引するもの

簡易浴槽

空気式または折りたたみ式等で簡単に
移動ができるもの

移動用リフトの
つり具部分

★移動用リフト本体は
　「福祉用具の貸与」
　の対象となります。

●入浴用いす
●浴槽内いす
●浴槽用手すり
　★浴槽の縁を挟み込んで固定できるもの
●入浴台
　★浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容
　易にできるようにするもの
●浴室内すのこ
　★浴室の床の段差を解消できるもの
●浴槽内すのこ
　★浴槽の底の高さを補うもの
●入浴用介助ベルト

★工事を伴う便器の取り替えは「住宅改修費
　の支給」の対象となります。

支給対象となる福祉用具

福祉用具購入費の支給を利用する手順
　購入にかかった費用をいったん全額自己負担し、牧之原市へ領収書等を添えて提出すると、保険給付分
があとから支給されます。自己負担は1割（一定以上所得者は2割または3割）です。

★この他に貸与できる福祉用具もあります。くわしくは、ケアマネジャーにお問い合わせください。

1 福祉用具を
　購入します

ケアマネジャーに相談して必要な福祉
用具を購入します。購入の費用はいっ
たん全額自己負担します。
※購入の際に製造業者・販売業者を確認し、
　領収書を忘れずにもらいましょう。

2 牧之原市へ
　申請します

所定の申請書に領収書、パンフレット、
介護支援専門員が作成した居宅サービ
ス計画を添えて、市に申請します。

3 保険給付分が
　支給されます

給付対象商品であることが確認され、
上限額内で購入費の保険給付分が支
給されます。

上限年間10万円

　　入浴や排せつなどに使用する福祉用具を販売します。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス

特定福祉用具販売

特定福祉用具販売特定介護予防
福祉用具販売

（福祉用具購入費の支給）

※福祉用具を購入する場合、利用者ごとに個別サービス計画の作成が義務付けられています。

市内の業者
60～63ページ参照

★膀胱内の状態を感知し、排尿の機会を
　自動で通知するもの

介
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介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給について

購入するお店を確かめましょう。
県の指定を受けたお店で購入しましょう。
指定を受けていないお店で購入した場合は、給付を
受けられませんので注意してください。

次の書類を介護保険担当窓口へ提出してください。
詳細については、ケアマネジャーまたは介護保険担当窓口にご確認ください。

⑴ 申請書

⑵ 添付書類
① 領収書
　 複数の福祉用具を購入した場合は、用具ごとに購入費がわかるようにしてください。
② 福祉用具のパンフレット等
　 商品名、製造事業者及び販売事業者名がわかるようにしてください。
③ 介護支援専門員等の作成した居宅サービス計画書又は介護予防サービス計画書の写し
④ 販売事業者が交付する販売証明書（申請書に証明がある場合は不要）

⑶ その他
〇委任状（申請書の裏面に記載。）
　支給される購入費を被保険者以外の預（貯）金口座に振り込む場合に必要です。
〇医学的な所見が確認できるもの
　排泄予測支援機器を購入する場合に必要です。

▶ 支給方法
　被保険者（被保険者の委任を受けた者を含む。）の預（貯）金口座に振り込みます。

▶ 時　　期
　月末に申請書の受付を締め切り、翌月申請内容を審査の結果、承認されれば翌々月
に購入費の支給を行います。
　ただし、書類の不備などにより支給が遅くなる場合もあります。

　福祉用具購入費の支給限度額（10万円）は、毎年４月からの１年間で管理されます。
また、この期間における同一種目の福祉用具の購入は、原則的にはできません。
　しかし、同一種目でも用途及び機能の異なるもの、破損した場合等では取り扱いが異
なりますのでケアマネジャーにご確認ください。

★ 福祉用具を購入するときは、介護支援専門員（ケアマネジャー）等
　 とよく相談してから購入しましょう。

申請に必要なもの

腰掛便座 入浴補助用具

排泄予測支援機器

●和式便器の上に置いて腰掛け式に変え
　るもの
●洋式便器の上に置いて高さを補うもの
●移動可能（居室にて使用できる）なもの

自動排泄
処理装置の
交換可能
部品

尿や便を自動的に吸引するもの

簡易浴槽

空気式または折りたたみ式等で簡単に
移動ができるもの

移動用リフトの
つり具部分

★移動用リフト本体は
　「福祉用具の貸与」
　の対象となります。

●入浴用いす
●浴槽内いす
●浴槽用手すり
　★浴槽の縁を挟み込んで固定できるもの
●入浴台
　★浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容
　易にできるようにするもの
●浴室内すのこ
　★浴室の床の段差を解消できるもの
●浴槽内すのこ
　★浴槽の底の高さを補うもの
●入浴用介助ベルト

★工事を伴う便器の取り替えは「住宅改修費
　の支給」の対象となります。

支給対象となる福祉用具

福祉用具購入費の支給を利用する手順
　購入にかかった費用をいったん全額自己負担し、牧之原市へ領収書等を添えて提出すると、保険給付分
があとから支給されます。自己負担は1割（一定以上所得者は2割または3割）です。

★この他に貸与できる福祉用具もあります。くわしくは、ケアマネジャーにお問い合わせください。

1 福祉用具を
　購入します

ケアマネジャーに相談して必要な福祉
用具を購入します。購入の費用はいっ
たん全額自己負担します。
※購入の際に製造業者・販売業者を確認し、
　領収書を忘れずにもらいましょう。

2 牧之原市へ
　申請します

所定の申請書に領収書、パンフレット、
介護支援専門員が作成した居宅サービ
ス計画を添えて、市に申請します。

3 保険給付分が
　支給されます

給付対象商品であることが確認され、
上限額内で購入費の保険給付分が支
給されます。

上限年間10万円

　　入浴や排せつなどに使用する福祉用具を販売します。
サービス提供事業所は60～63ページ参照

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス

特定福祉用具販売

特定福祉用具販売特定介護予防
福祉用具販売

（福祉用具購入費の支給）

※福祉用具を購入する場合、利用者ごとに個別サービス計画の作成が義務付けられています。

市内の業者
60～63ページ参照

★膀胱内の状態を感知し、排尿の機会を
　自動で通知するもの
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事前申請に必要な書類

支給申請に必要な書類

▼　支給方法
被保険者（被保険者から委任を受けた者を含む）の預（貯）金口座に振り込みます。

▼　時　　期
　月末に申請書の受付を締め切り、翌月申請内容を審査の結果、承認されれば翌々月に改修費を支給し
ます。ただし、書類の不備などにより支給が遅くなる場合もあります。

　居宅介護住宅改修費の支給と介護予防住宅改修費の支給は、同一の支給限度額で、統一的に管理され
ます。以前に住宅改修費の支給を受けている場合は、支給限度額（20 万円）から既に支給を受けた額
を差し引いた額が支給限度額となりますが、著しい介護状態の変化や転居等により、取り扱いが異なり
ますのでケアマネジャー又は介護保険担当窓口にご確認ください。

支給対象となる住宅改修
①手すりの取り付け

⑤洋式便器などへの
　便器の取り替え

①～⑤の改修に伴って必
要となる住宅改修も支給
対象となります。

廊下、トイレ、浴室、玄関、玄関
から道路までの通路などに、転倒
防止や移動補助のための手すりを
取り付けます。

和式便器を
洋式便器に
取り替える
場合など。

★取り付け工事の伴わない床置きや、便器を
囲んで置いて使用する手すりは「福祉用具の
貸与」の対象となります。

④引き戸などへの扉の
　取り替え
開き戸を引き戸や
折戸、アコーディ
オンカーテンなど
に取り替え。ドア
ノブの変更や戸車
の設置も含みます。

★「引き戸の新設」も対象となる場合があります。
★自動ドアにした場合は、動力部分の費用は
保険給付の対象にはなりません。

★据置きの腰掛便座の設置は「福祉用具購入
費の支給」の対象となります。

③滑りの防止や、移動を円
　滑にするために床または
　通路面の材料の変更

居室を畳敷きから板張りやビニール
系床材等に変更。浴室の床を滑りに
くいものに変更。通路面においては
滑りにくい舗装材への変更など。

●手すり取り付けのための壁の下地補
強
●床材の変更のための下地の補修や通
路面の材料変更のための路盤整備
●扉の取り替えなどに伴う壁や柱の改
修
●便器の取り替えや浴室の段差解消に
伴う給排水設備工事　など

②段差の解消
居室、廊下、トイレ、
浴室、玄関等の各室
間の段差および玄関
から道路までの通路
等の段差を解消するために、敷居を低くし
たりスロープを設置するなどの改修です。
★取り付け工事を伴わないスロープは「福
祉用具の貸与」、浴室用すのこでの段差解消
は「福祉用具購入費の支給」の対象となり
ます。

　介護保険給付の対象となる住宅改修を行う場合は、必ず事前に
牧之原市に申請してください。工事にかかった費用はいったん利
用者が負担し、必要な書類をそろえて牧之原市へ提出すると、事前
の申請書と照らし合わせ、その工事内容が介護保険の給付対象で
あると認められた場合に、保険給付分（20万円を限度額として、
費用の保険給付分）が利用者に支給されます。

　心身の機能が低下している高齢者の自宅での生活支援のために、手すりの
取り付けや段差の解消などの小規模な住宅改修を行う場合には、その費用の
保険給付分が住宅改修費として支給されます。支給限度額は改修時に住んで
いる住宅につき20万円です。

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス

住宅改修費支給
住宅改修費支給介護予防

住宅改修費支給

介護保険で
利用できる
上限は20万円

住宅改修費の支給を利用する手順
手続きの流れ
要支援１・２／要介護１～５の認定

ケアマネジャー等に相談

施工事業者の選択・見積もり依頼

牧之原市へ事前に申請

事前申請の確認

工事の実施

工事費用の支払い（全額）

牧之原市へ支給申請

住宅改修費の支給（保険給付分）

●介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書
●住宅改修が必要な理由書

●住宅改修の承諾書

●工事費の見積書
●住宅改修後の完成予定の状態がわかるもの

●住宅改修工事前の写真

（ケアマネジャー等に記入を依頼します。）

（住宅改修を行った人と住宅所有者が異なる場合）

（写真又は簡単な図を用いたもの）

（工事前の状態が確認できる写真）
【撮影日がわかるもの】（黒板等に日付明記）

●事前申請審査済の住宅改修費支給申請書

●住宅改修に要した費用の本人あての領収書
●工事費内訳書

●住宅改修工事後の写真

●委任状

介護保険の対象となる工事の種類を明記し、
材料費、施工費、諸経費等を適切に区分して
あるもの

【撮影日がわかるもの】（黒板等に日付明記）

牧之原市の承認印が押してあるもの

（支給される住宅改修費を被保険者以外の
預金口座に振り込む場合）

事前申請していただいた申請（改修）内容について、事
前申請の確認結果が示されます。必ず給付対象となる改
修内容を確認してください。

ケアマネジャー等のアドバイス（工事箇所をケアマネ
ジャーが事前確認）をもとに、業者に工事を依頼します。

上限20万円

※複数の事業者から見積りを取るようにしてください。
　サービス提供事業所は60～63ページ参照
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事前申請に必要な書類

支給申請に必要な書類

▼　支給方法
被保険者（被保険者から委任を受けた者を含む）の預（貯）金口座に振り込みます。

▼　時　　期
　月末に申請書の受付を締め切り、翌月申請内容を審査の結果、承認されれば翌々月に改修費を支給し
ます。ただし、書類の不備などにより支給が遅くなる場合もあります。

　居宅介護住宅改修費の支給と介護予防住宅改修費の支給は、同一の支給限度額で、統一的に管理され
ます。以前に住宅改修費の支給を受けている場合は、支給限度額（20 万円）から既に支給を受けた額
を差し引いた額が支給限度額となりますが、著しい介護状態の変化や転居等により、取り扱いが異なり
ますのでケアマネジャー又は介護保険担当窓口にご確認ください。

支給対象となる住宅改修
①手すりの取り付け

⑤洋式便器などへの
　便器の取り替え

①～⑤の改修に伴って必
要となる住宅改修も支給
対象となります。

廊下、トイレ、浴室、玄関、玄関
から道路までの通路などに、転倒
防止や移動補助のための手すりを
取り付けます。

和式便器を
洋式便器に
取り替える
場合など。

★取り付け工事の伴わない床置きや、便器を
囲んで置いて使用する手すりは「福祉用具の
貸与」の対象となります。

④引き戸などへの扉の
　取り替え
開き戸を引き戸や
折戸、アコーディ
オンカーテンなど
に取り替え。ドア
ノブの変更や戸車
の設置も含みます。

★「引き戸の新設」も対象となる場合があります。
★自動ドアにした場合は、動力部分の費用は
保険給付の対象にはなりません。

★据置きの腰掛便座の設置は「福祉用具購入
費の支給」の対象となります。

③滑りの防止や、移動を円
　滑にするために床または
　通路面の材料の変更

居室を畳敷きから板張りやビニール
系床材等に変更。浴室の床を滑りに
くいものに変更。通路面においては
滑りにくい舗装材への変更など。

●手すり取り付けのための壁の下地補
強
●床材の変更のための下地の補修や通
路面の材料変更のための路盤整備
●扉の取り替えなどに伴う壁や柱の改
修
●便器の取り替えや浴室の段差解消に
伴う給排水設備工事　など

②段差の解消
居室、廊下、トイレ、
浴室、玄関等の各室
間の段差および玄関
から道路までの通路
等の段差を解消するために、敷居を低くし
たりスロープを設置するなどの改修です。
★取り付け工事を伴わないスロープは「福
祉用具の貸与」、浴室用すのこでの段差解消
は「福祉用具購入費の支給」の対象となり
ます。

　介護保険給付の対象となる住宅改修を行う場合は、必ず事前に
牧之原市に申請してください。工事にかかった費用はいったん利
用者が負担し、必要な書類をそろえて牧之原市へ提出すると、事前
の申請書と照らし合わせ、その工事内容が介護保険の給付対象で
あると認められた場合に、保険給付分（20万円を限度額として、
費用の保険給付分）が利用者に支給されます。

　心身の機能が低下している高齢者の自宅での生活支援のために、手すりの
取り付けや段差の解消などの小規模な住宅改修を行う場合には、その費用の
保険給付分が住宅改修費として支給されます。支給限度額は改修時に住んで
いる住宅につき20万円です。

要支援
1・2

要介護
1～5

● 在宅サービス

住宅改修費支給
住宅改修費支給介護予防

住宅改修費支給

介護保険で
利用できる
上限は20万円

住宅改修費の支給を利用する手順
手続きの流れ
要支援１・２／要介護１～５の認定

ケアマネジャー等に相談

施工事業者の選択・見積もり依頼

牧之原市へ事前に申請

事前申請の確認

工事の実施

工事費用の支払い（全額）

牧之原市へ支給申請

住宅改修費の支給（保険給付分）

●介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書
●住宅改修が必要な理由書

●住宅改修の承諾書

●工事費の見積書
●住宅改修後の完成予定の状態がわかるもの

●住宅改修工事前の写真

（ケアマネジャー等に記入を依頼します。）

（住宅改修を行った人と住宅所有者が異なる場合）

（写真又は簡単な図を用いたもの）

（工事前の状態が確認できる写真）
【撮影日がわかるもの】（黒板等に日付明記）

●事前申請審査済の住宅改修費支給申請書

●住宅改修に要した費用の本人あての領収書
●工事費内訳書

●住宅改修工事後の写真

●委任状

介護保険の対象となる工事の種類を明記し、
材料費、施工費、諸経費等を適切に区分して
あるもの

【撮影日がわかるもの】（黒板等に日付明記）

牧之原市の承認印が押してあるもの

（支給される住宅改修費を被保険者以外の
預金口座に振り込む場合）

事前申請していただいた申請（改修）内容について、事
前申請の確認結果が示されます。必ず給付対象となる改
修内容を確認してください。

ケアマネジャー等のアドバイス（工事箇所をケアマネ
ジャーが事前確認）をもとに、業者に工事を依頼します。

上限20万円

※複数の事業者から見積りを取るようにしてください。
　サービス提供事業所は60～63ページ参照
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